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残念ながら現在のシステム部門は，システムについて何でも知っている専門家が多数いる集団ではありません。専
門的な知識や技能を持った職員と一般的な事務職員が混在している組織です。一般的な事務職員の方々にもシス
テムに関する知識をある程度習得していただきながら，各事務部署業務を支援するシステム開発や運用に従事して
もらっています。厳密に言うと，事務職員が自分でシステム開発をしている訳ではありません。各事務部署業務の複
雑な作業や系統だった手順などをシステム化するために，システム開発業者と当該事務部署との仲介役を務めてい
ます。この部分をもう少し詳しく説明します。
システム開発業者は大学の事情を知りませんので，ニーズ分析＆要件定義工程と称した業者側の学習期間でシス
テム化対象事務部門の業務知識を蓄えます。同時にシステム部門の職員も同じ業務知識を習得します。
この工程では業者側よりもシステム部門の職員のほうが，業務知識の習得はスムーズです。それは業者側には明治
大学固有の「常識」が備わっていないからです。この点では，システム部門の担当者間でも同じ事が言えます。システ
ム化対象事務部門の経験者は業務に関する知識を事前に保有しており，システム開発担当者として単なる仲介役を
越えた役割を果たしてくれます。逆にIT関係の専門知識や技能を持った職員であっても，前提となる業務知識は持
たないので，この工程での優位性はあまり認められません。
次に，システム開発工程では業者側はプログラム開発を，大学側の職員は従来業務をシステム化された新業務へ
の移行準備をすることになります。例えば，①業者から出来上がって来たプログラムを検証するために，考えられる範
囲のあらゆる検証パターンを網羅したテストデータを用意すること。②従来業務で使用していたデータを新システム用
に変換作業をすること。③システム運用のための各種マニュアルを執筆すること。④システム開発工程の進捗状況を
確認すること。⑤システムで必要な専用用紙やメディア，ハードウェア，回線などを調達すること。などを行います。こ
れらの事は，利用者側の事務職員とシステム開発担当者の間で分担して行います。この工程ではIT関係の専門知
識や技能を持った職員の生産性は高いです。利用者向けのマニュアル執筆で，具体的な例示などが不足しますが
利用者側での校正で補うことが可能です。一般事務職員が担当者である場合はこの工程で作業時間が増加します。
続いてテスト工程ですが，業者側はプログラムやデータをテスト機に移植し，明治大学側がテストする環境を作成し
ます。明治大学のテストによって摘出された不良箇所を修正することが主作業となり，修正後のプログラムを再確認テ
スト対象としてテスト機に再度移植します。明治大学側では利用者側の事務職員とシステム開発担当者とでテストを
実施します。操作順序や入力データ，操作するタイミング等，想定されるケースを全て操作し，全ての結果を確認しな
ければなりません。漏れなく確認しなければならないことは当然ですが，全件が正常に動作する訳ではなく，誤動作
や障害発生，処理不能となる場合も少なくありません。全件テストをするには相当な時間が掛かります。一度でテスト
が完了することはありませんので，テストに合格するまでに並外れた集中力と根気が必要です。システム開発担当者
7
は，プログラム品質の完成度を測る目的と，協力者である利用者側事務職員への作業負担軽減，さらにその責任感
により，テストを円滑に進められるレベルにプログラム品質が達するまで，テストを継続して実施します。そして，利用
者側事務職員には，最終確認をしてもらうためにテストに参加してもらいます。
最終段階である運用テスト段階では，明治大学側の業務になります。利用者側事務職員からシステムの全利用者
への教育・研修・トレーニング期間と位置付けられます。また，システム部門では操作権限更新，年次更新，バックア
ップ取得，想定障害時対策，緊急時対応連絡網の整備他，システム運用上必要な作業を実施する期間となります。
以上は，学外業務委託によるシステム開発活動のご紹介です。
本来学外業務委託開発を導入する条件は
1．内部開発の技能が不足している場合。
2．期間を短縮するために一時的に大量の人員を注ぎ込む必要がある場合。
3．新技術を導入するために，経験者を投入する場合。
などが考えられますが，実態は慢性的な要員不足によって学外業務委託開発を選択せざるを得ない状況が続いて
います。専任職員の人件費が高額だという理由で当時流行になったアウトソーシングによる経費削減を目的で試行し
たという面もあったと推測されます。
この学外業務委託による開発は様々な問題を含んでいます。
第一の問題はシステム開発コストが高額です。システム設計が出来る技術者に1ヶ月間業務委託するとその金額は
約150万円掛かります。これを1人月150万円と呼びます。通常のシステム開発規模は100人月～200人月必要と
します。つまり，10ヶ月間で開発するなら10人～20人で，1億5千万円～3億円の開発費が必要になります。開発
工数や費用の算出はこれほど単純ではありませんが，コストが高くつく事は間違いありません。
第二の問題は業務ノウハウが流出することです。前にも書きましたがニーズ分析＆要件定義工程と称し，大学の業
務を業者側に教えますので，守秘義務に抵触しない範囲で再利用されてしまう可能性があります。明治大学を皮切り
に，教育機関に対しシステム開発で進出しようと考えている業者には宝の山と映るでしょう。
第三の問題は引渡後のランニングコストである保守費についても高コストであることです。システムの改修が発生し
た場合，他の業者に依頼すると時間とコストが掛かるため，当初のシステム開発業者に委託せざるを得ない状況に陥
ります。新たにシステム開発する場合以外には，新規参入業者の障壁となってしまいます。業者側から見れば，最初
に受注すればしばらくの期間明治大学は飯のタネになります。保守費用について，例えば，表示順を変更するという
僅かな修正をするだけでも業務委託で保守を依頼すると数十万円掛かることがあります。
それでは，学内でのシステム開発に切り替えればよいという理屈になりますが，そう簡単に出来ることではありません。
その理由は，システム開発をするための専門的な技能を持った職員数が不足していることに主原因があります。開発
待ちのシステム数に比べて技術者数が少ないため，制度上，納期の早いシステムから開発しなければならない状況
が長期間続いています。セメスター制への対応，Web履修システムの導入，受験科目数の変更，　Suica学生証の導
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瓢入など今後も開発が目白押しです。
他には，技術者間のレベルや領域に差異があるため，共同で同一の開発環境を使うことが出来ないことも理由の一
つです。メンバー全員がもつべき共通技能を定義し，同一の開発環境を使うために必要な技術習得をする必要があ
ります。現状では，この共通開発環境の整備が出来ていないことから，担当者がシステム毎に固定されてしまい，担
当以外のシステムについては何も知らない状況に陥っています。
一般事務職として採用された職員を技術者として養成するには，とても強い動機付けと効率のよい研修カリキュラム
が必要です。しかし，今のところ研修カリキュラムはありませんし，指導員役のベテラン要員はシステム開発に従事し
なければならず，残念ながら人事異動で来た期待された人材に十分教育をする時間が不足しています。まさに「金の
卵も温めなければ腐る」状態です。
学内開発では，定期的に技術力を向上するために研修教育費用が必要なことと現在の職員人事制度下で技術者
の待遇バランスを保つことが課題です。
慢性的な要員不足から，学内開発＆学内保守を維持しているのは入試採点処理システムだけです。情報システム
部門では入試については聖域であると認識しているので，今後もこの姿勢は崩さない予定です。しかし，年々担当技
術者の年齢が上がっていく反面，技術の継承が円滑に進んでいません。システムの世代交代も含め技術者を一同に
集めて入試採点処理システム再構築プロジェクトと呼ぶべき開発体制を組む事が緊急課題となっています。このプロ
ジェクトを契機に当面システム部門が共通のシステム開発環境を保てることを期待しています。学外でのシステム開
発時においても同一開発環境を使う事を指定すれば，学内保守体制を組むための基礎が出来ます。
学内開発に移行していく段取りとして，人材育成プログラムの作成→標準化推進→開発プラットフォームの選定とい
うサイクルを経ることになるでしょう。
学内開発，学外業務委託開発のいずれであっても大学内のプロジェクト管理者が必要ですが，その養成はとても困
難です。第一に養成するためのトレーニング環境が複雑すぎてシミュレーション出来ないからです。プロジェクト管理
者の取り組む課題は常に「想定外の問題をどう解決するか」というひと言につきますので，想定範囲の課題を教科書
どおりに解決する式のトレーニングメニューではないのです。要するに，プロジェクトを幾度も経験した管理者であっ
ても，毎回，プロジェクトの管理では新たな課題に取り組まなければなりません。つまりプロジェクトを経験することによ
ってのみ管理者を養成できるのです。また，プロジェクトの管理方法は，実社会の組織や人事の問題と同様に正解が
一つではありません。結果がよければ，すべて正しい対処方法となり，プロジェクトが破綻すれば対処方法が悪かっ
たと認定されてしまいますので，慣れないうちは混乱するかもしれません。プロジェクト管理者としての感性を磨くため
には日経コンピュータの連載記事「動かないコンピュータ」などを読んで自分なりの対応方法を検討することが効果的
です。明治大学のプロジェクト管理者が陥りやすい点は，外部委託業者と大学側の業務を分担し，大学側業務を満
たす事によって「責任を果たした」と誤解することです。業者側が分担した作業を満たす事が出来ない場合，もちろん
業者側に責任があるのですが，大学側作業だけ充足してもプロジェクトの全体的な視点から見ればそれは失敗です。
業者側に責任があっても大学側が救う対策を取らなければうまくいきません。このとき生じる経費面での負担につい
ては，支払時に精算すべき問題として処理すべきです。プロジェクト全体に対する責任は大学側が常に負う心構えが
なければ，決してプロジェクトは成功しないでしょう。
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大学の財政とともに，経費削減と業務効率向上を目的として，情報システム部門も他部署同様，人員削減と予算削
減が行われてきました。聖域なき財政再建という形の政策でしたが，現在ではこれ以上経費を削減することは難しい
状況です。今後は財政を健全にするための積極的な投資を情報システム部門にすべきであると考えます。先ず，合
理化を推進するためにOA化・システム化により事務の効率化を図ります。システム化効果による経費削減額で投資
額を回収し，適時，再投資します。この経済的循環によって，システム開発の優先順位は，投資効率を最大にする事
を第一目標にするべきでしょう。Oh－o！Meijiシステムのような教育を支援するシステムの開発にどれだけ投資すべきか
という点については，費用対効果を定量的に測定することは困難であります。とはいえ文部科学省においてもCOE
やGPという競争原理を導入していることを考慮し，教育・研究に対する定性的効果を測定する指標を検討する必要
があるでしょう。この点については先生方のご意見を頂戴することにいたします。
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